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１．当四半期決算に関する定性的情報

(１) 経営成績に関する説明

当第 3 四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用、所得環境の改善が進むなか、各種

政策の効果もあって緩やかな回復基調が続いたものの、中国を始めとするアジア新興国等の景気

減速や、急速な円高の進行などによる影響が懸念され、先行きについては不透明な状況が続いて

おります。 

このような中、当第 3 四半期連結累計期間の連結業績につきましては、前年同期の売上高に

大きく貢献した公共関連事業分野の大規模公募型受託案件がなかったことや、大手企業を対象と

したソフトウェアライセンス販売において、一部大口顧客企業への販売時期が第 4 四半期にス

ライドしたこと等により、売上高は 1,036 億 2 千万円と前年同四半期に比べ 38 億 8 千万円減少

（前年同四半期比 3.6％減）いたしました。利益面につきましては、売上総利益率の改善により

売上高減少の影響はカバーしましたが、人件費増等による販売費および一般管理費の増加により、

営業利益は 37 億 1 千 7 百万円（前年同四半期比 3.3％減）となりました。経常利益につきまし

ては、営業外収支尻の改善により 40 億 1 千 3 百万円（前年同四半期比 1.2％増）となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は 22 億 9 千 7 百万円（前年同四半期比 59.8％増）となっ

ております。 

当第 3 四半期連結累計期間のセグメントごとの業績は以下の通りであります。

＜公共関連事業分野＞ 

公共関連事業分野では、地方自治体のマイナンバー導入に伴うシステム更新案件等の売上は大

きく伸長いたしましたが、事業分野合計の売上高については、前年同期に売上計上された大規模

公募型受託案件がなかったこと、また、利益面では、前年にあった大型 ICT サポート案件の減

少等により、それぞれ前年を下回る結果となりました。

自治体分野においては、マイナンバー制度施行に伴うシステムの更新が順調に進んだことによ

り売上高、利益とも伸長し、公共施設における図書館システムの導入も順調に推移いたしました。 

小中高校向け教育 ICT 分野では、超大型案件の影響を除けば、タブレットを中心とした商談

および教職員が校務処理を行うための校務システム等の導入が順調に伸長しております。

大学分野では、当社が得意とする学生が自ら考え主体的に学ぶための環境である「アクティブ

ラーニング」を中心とした新しい学習空間の導入ニーズは底堅いものがありますが、前年同四半

期に学部新設商談が集中していたことから、当四半期累計期間におきましては売上高、利益とも

減少いたしました。

教材分野では、学校消耗品の通販ビジネス「UCHIDAS」が順調に推移したことで売上は伸長

いたしました。学校施設設備分野は、例年に比べ当社第 4 四半期に完工となる案件が多いこと

から、当期間での売上は僅かに減少しましたが、受注は堅調に推移しております。

これらの結果、売上高は 434 億 9 千 9 百万円（前年同四半期比 6.2％減）、営業利益は 29 億 7

百万円（前年同四半期比 12.8％減）となりました。 

＜オフィス関連事業分野＞ 

オフィス関連事業分野は、国内市場においては、首都圏での大規模なオフィスビル供給量の

拡大に対応すべく営業力を強化し、大型のオフィス移転案件、金融機関における店舗、社屋の

移転・新築需要を着実に獲得できたこと等から、売上高は伸長いたしました。また、物流倉庫

の移転や在庫の適正化により保管費等の物流コスト削減を行った結果、利益面でも改善いたし

ました。 

海外市場においては、為替レートが円高に変動したことにより円換算の売上高は前年同四半
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期を下回りましたが、北米市場における個人消費は引き続き堅調に推移しており、利益面では

伸長いたしました。 

これらの結果、売上高は 342 億 9 千 9 百万円（前年同四半期比 2.4％増）、営業利益は 1 億 3

千 8 百万円（前年同四半期は 3 億 5 千 8 百万円の損失）となりました。

＜情報関連事業分野＞ 

情報関連事業分野では、大手企業を対象とした会議室予約システム構築やクラウド型コミュ

ニケーションサービスの構築は大型案件の寄与もあり順調に拡大いたしました。一方で、前四

半期まで好調に拡大していた大手企業を対象としたソフトウェアライセンス販売については、

一部大口顧客企業への販売時期が第 4 四半期にスライドしたことなどにより当四半期累計期間

の売上高は減少いたしました。また、中堅中小企業向け業務システムの分野においては、食品

業など業種に特化した新規提案を展開いたしましたが、買い替え需要が前年を下回る状況で売

上高は減少いたしました。

これらの結果、売上高は 252 億 1 千 2 百万円（前年同四半期比 6.6％減）となり、営業利益

は前年同期に退職給付費用の戻りもあったことから、5 億 6 千万円（前年同四半期比 19.7％減）

となりました。

＜その他＞ 

主な事業は人材派遣事業と教育研修事業であり、売上高は 6億 9百万円（前年同四半期比 4.8％

減）、営業利益は 0 百万円（前年同四半期比 96.4％減）となりました。

(２) 財政状態に関する説明

＜資産の部＞

当第 3 四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ 86 億 8 千 8 百万円増加

し、1,002 億 6 千 5 百万円となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金の増加 73 億 1 千 8

百万円、および商品及び製品の増加 19 億 1 千 5 百万円等により前連結会計年度末に比べ 103 億

3 千 8 百万円増加し、711 億 9 千 2 百万円となりました。また固定資産は、前連結会計年度末に

比べ 16 億 5 千万円減少し、290 億 7 千 3 百万円となりました。 

＜負債及び純資産の部＞

当第 3 四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ 82 億 8 千 4 百万円増加

し、633 億 6 百万円となりました。流動負債は、支払手形及び買掛金の増加 63 億 5 千 4 百万円、

および短期借入金の増加 27 億 3 千 7 百万円等により前連結会計年度末に比べ 89 億 5 千 5 百万

円増加し、523 億 6 千 8 百万円となりました。また固定負債は、長期借入金の減少 6 億 6 千万円

等により前連結会計年度末に比べ 6 億 7 千 1 百万円減少し、109 億 3 千 8 百万円となりました。 

純資産合計は、利益剰余金の増加 17 億 9 千 3 百万円、および上場有価証券の時価評価に伴う

その他有価証券評価差額金の減少 11 億 3 千 1 百万円等により、前連結会計年度末に比べ 4 億 3

百万円増加し、369 億 5 千 9 百万円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の 37.2％から 2.9 ポイント低下し、34.3％とな

りました。

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成 28 年 7 月期の連結業績予想につきましては、平成 28 年 2 月 17 日に公表いたしました業

績予想から、売上高、営業利益、および経常利益に変更はありませんが、当第 3 四半期連結累

計期間に固定資産の減損損失 2 億 4 千万円を計上したことなどから、親会社株主に帰属する当

期純利益の予想を引き下げて 18 億 6 千万円としております。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年 9 月

13 日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

7 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第 1 四半期連結会計

期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、第 1 四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半

期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第 3四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－2 項（4）、連結会計基準第

44－5 項（4）及び事業分離等会計基準第 57－4 項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、

第 1 四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第 3 四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありませ

ん。 

（費用計上区分の変更）

従来、販売費及び一般管理費で計上していた ICT サービス事業の費用の一部を、第 1 四半期

連結会計期間より、売上原価で計上する方法に変更しております。 

この変更は、連結子会社ウチダエスコ㈱が当連結会計年度において組織変更とそれに伴うサ

ービス内容の再検討を行ったことに加え、同社の新システムが稼働したことを契機に、売上高

と売上原価の対応関係を明確にし、売上総利益をより適切に表示するために行ったものであり

ます。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第 3 四半期連結累計期間については遡及適用後の四

半期連結損益計算書となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第 3 四半期連結累計期間の売上原価は 224 百万円

増加し、売上総利益並びに販売費及び一般管理費は同額減少しておりますが、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月21日　至　平成27年４月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

46,388 33,485 26,987 106,861 639 107,500 － 107,500

460 229 41 731 2,443 3,175 △3,175 －

計 46,848 33,715 27,029 107,592 3,083 110,676 △3,175 107,500

セグメント利益又は損失（△） 3,333 △358 697 3,673 22 3,695 149 3,844

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材派遣事業、教育研修事業、

　　　　 不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

 当第３四半期連結累計期間において、売却予定の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額したこと等により、減損損失63百万円

を特別損失に計上しております。

 なお、当該減損損失の計上額は、「情報関連事業」63百万円であります。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月21日　至　平成28年４月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

43,499 34,299 25,212 103,011 609 103,620 － 103,620

443 180 291 916 2,643 3,559 △3,559 －

計 43,943 34,479 25,504 103,927 3,252 107,180 △3,559 103,620

セグメント利益 2,907 138 560 3,606 0 3,607 109 3,717

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材派遣事業、教育研修事業、

　　　　 不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  外部顧客への売上高

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高

  外部顧客への売上高

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業

情報関連
事業

計

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業

情報関連
事業

計
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　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

 当第３四半期連結累計期間において、売却予定の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額したこと等により、減損損失240百万円

を特別損失に計上しております。

 なお、当該減損損失の計上額は、「公共関連事業」９百万円、「オフィス関連事業」228百万円、および「情報関連事業」２百万

円であります。
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